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回次 第１期 第２期 第３期 第４期 
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平均残高 利息 利回り 

種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) (％) 

株式会社東京三菱銀行 66,009,641 162,185 0.24
前連結 
会計年度 

株式会社ＵＦＪ銀行 63,432,371 152,952 0.24資金調達勘定 

当連結会計年度 79,118,896 310,767 0.39

前連結 
会計年度 

前連結 
会計年度 
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② 海外 

海外における資金運用／調達の状況は次のとおりであります。 
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(7) 国内・海外別有価証券の状況 

○ 有価証券残高(末残) 

 

国内 海外 相殺消去額 合計 























ファイル名:020_n_0805300101806.doc 更新日時:10:31:12 AM6/30/2006  

― 49 ― 

 
 [１] 















ファイル名















 
022_0805300101806.doc  最終印刷日時：2006/06/30 10:32:00 

― 63 ― 

７ 自己資本比率 

(1) 自己資本比率が悪化するリスク 

当行は、海外営業拠点を有しておりますので、連結自己資本比率および単体自己資本比率を「銀行

法第14条の２の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件」（平成５年大蔵省告示第55号）に定め

当行⇔自己資本比率ｪ浴{�ｳ轤黷黒譓�き渇�ﾁｵｽA

O 「 ｳ _ を ^ ｵ 率 ｇ 』 � と ぢ 依 鰍 の � の が ま ﾜ 轤 黷 ﾜ こ B ¥  



















023_a_0805300101806.doc  最終印刷日時：2006/06/30 10:32:00 

― 72 ― 

１．経営成績の分析 

当連結会計年度の計数は、平成18年１月１日の合併に伴い、旧株式会社東京三菱銀行の平成17年

４月～12月までの実績に合併新会社 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行の平成18年１月～３月までの実
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２．財政状態の分析 

(1) 貸出金 

貸出金は、前連結会計年度末比37兆4,937億円増加して76兆2,796億円となりました。合併に加
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により、本優先株式の普通株式への転換を請求することができるものとし、その内容については次

のとおりである。 

(イ)転換を請求することができる期間 
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②株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後転換比率は、株式の分割のための株主割当日の翌日以降、これを適用する。 

�'�
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されるものとする。ただし、当該価額が1,693円50銭（ただし、下記Ｃ．の調整を受ける。以
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④優先中間配当金 

当行は、中間配当を行うときは、優先株主又は優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登

録株式質権者に先立ち、本優先株式１株につき９円 30 銭の金銭による剰余金の配当（以下かか
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又は証券（権利）の保有者が当行に対し当行の普通株式の交付若しくは当行の普通株式の

交付を請求することができる新株予約権の交付と引換えに当行に当該証券（権利）を取得

させることができる証券（権利）を発行する場合、又はかかる時価を下回る価額を行使価

額として当行の普通株式の交付を請求することができる新株予約権（新株予約権付社債を

含む。）を発行（無償割当てを含む。）する場合 

調整後交付比率は、その証券（権利）の払込期日若しくは払込期間の末日、又は募集のた

めの基準日がある場合はその日の終わりに、発行される証券（権利）のすべてについての

取得又はすべての新株予約権の行使が行われたものとみなし、その払込期日若しくは払込

期間の末日の翌日以降、又はその基準日の翌日以降、これを適用する。 

ｂ．前項各号に掲げる場合の外、合併若しくは資本金の額の減少又は株式の併合等により交付比

率（上限交付比率を含む。）の調整を必要とする場合には、当行取締役会が適当と判断する

交付比率に変更される。 

ｃ．また、株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループにおいて、前記Ａ．又はＢ．に記載す

る事項に相当する事由が発生した場合には、当行取締役会が適当と判断する調整を行う。 

ｄ．交付比率調整式に使用する時価は、調整後交付比率を適用する日（ただし、上記Ｃ．ａ．

ⅱ)ただし書きの場合には基準日）に先立つ45取引日
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 

所有株式数
(千株) 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(千株) 

昭和49年４月 三和銀行入行 
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１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

(資産の部)   

現金預け金 ※８ 7,833,571 8.37 5,595,627 7.60 11,274,216 7.01

コールローン及び買入手形  713,930 0.76 516,438 0.70 2,660,810 1.65

買現先勘定 ※２ 500,490 0.53 1,778,107 2.42 266,340 0.17

債券貸借取引支払保証金 ※２ 5,102,272 5.45 952,354 1.29 2,738,240 1.70

買入金銭債権 ※８ 1,971,327 2.11 350,741 0.48 2,533,592 1.58

特定取引資産 ※８ 7,218,616 7.71 2,880,161 3.91 5,773,838 3.59

投資損失引当金  △1,174 △0.00 ― ― △27,016 △0.02











― 133 ― 

④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (ハ)連結会社間取引等 

 デリバティブ取引の

うち連結会社間及び特

定取引勘定とそれ以外

の勘定との間(又は内

部部門間)の内部取引

については、ヘッジ手

段として指定している

金利スワップ取引及び

通貨スワップ取引等に

対して、業種別監査委

員会報告第24号及び同

第25号に基づ�

投R�

金利スワップ取引及び

通貨スワップ取引等ｩ�

当倨ｹ煙iとる

 デリバティブ取引の

うち連結会社間及び特

定取引勘定とそれ以外の勘定との鰹�永H,ﾙ>�

部部門鰹｢�,ﾉ>�YH竧準については、ヘッジ手

段として指定している

金利スワップ取引及び

通貨スワップ取引等に

対して、ペ銀喉�ｯ｢�

員れ以外
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前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※３ 貸出金のうち、破綻先債権額

は9,603百万円、延滞債権額は

623,652百万円であります。 

   なお、破綻先債権とは、元本

 "x

又の"w

����

 "x
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(連結損益計算書関係) 

 

前連結会計年度 
(自 平操16禰%1粂%�?ｨ 
ｩH狩会��1結鞦OT粟(ﾗ0 ｩH狩会��'H&X&仞(ﾗ0 

(自 平操1v禰%1粂%�?ｨ 

撹 % �  � P + ｸ , ﾋ 楕 ﾆ � � ﾘ � 益 � v , � , ﾘ � A ｩ @ � e S 癒 � � � ﾜ �

撹 % �  + ｸ , ﾋ 楕 ﾆ � � ﾘ � 益 , � , ﾘ � A ｩ H 朱 9 �

撹 % �  + ｸ , ﾋ 楕 , ﾈ ﾆ � � ﾙ N � に b ﾍ ＞ 貸 出 �
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(4) 債券関連取引(平成17年３月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち 
１年超のもの 
(百万円) 

時価(百万円) 評価損益(百万円)

売建 723,957 15,614 △4,151 △4,151 
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(6) クレジットデリバティブ取引(平成17年３月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超のもの 
(百万円) 

時価(百万円) 評価損益(百万円)

売建 644,351 567,484 2,805 2,805 
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２ 取引の時価等に関する事項 

(1) 金利関連取引(平成18年３月31日現在) 
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(3) 株式関連取引(平成18年３月31日現在) 

 

区分 種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち

�
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３ 退職給付費用に関する事項 

 

前連結会計年度 
(平成17年３月31日) 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 

 

 
日本 

(百万円) 
北米 

(百万円) 
中南米 
(百万円)

欧州・ 
中近東 
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

計 
(百万円) 

消去又は 
全社 
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当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

 

 金額(百万円) 

Ⅰ 海外経常収益 939,644

Ⅱ 連結経常収益 2,931,816

Ⅲ 海外経常収益の連結経常収益に占める割合(％) 32.0

(注) １ 一般企業の海外売上高に代えて、海外経常収益を記載しております。 

羨X伊段L�,ｹ&ｭﾚしてしサしたぷ⊃全牌穀h.寂ｲｵ� ﾐづZリC≠ﾃトo歯�ぢ記載しておりま貢�。 
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(3) 子会社等 

該当ありません。 

 

(4) 兄弟会社等 

該当ありません。 
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前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

③ 平成17年３月31日現在の株式

会社UFJ銀行およびその連結子

会社の従業員数は、24,594人で

す(従業員数は、執行役員、嘱

託および臨時雇員を含んでおり

ません)。 

(7) 合併期日 

平成17年10月１日 

(8) 配当起算日 

 甲が上記(5)①の合併比率に基

づき割当交付する普通株式に対す

る利益配当金の計算は、平成17年

10月１日を起算日とします。 

(9) その他重要な事項 

 本契約は、合併期日までに、国

内外の法令に定める関係官庁の承

認等が得られなかった場合、また

はかかる承認等に、本合併の実行

の�9MFQ]s

掴�ｬv�凾ｪ鍍す2黷ﾍ場合∨、砂の
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(追加情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 
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重要な会計方針 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度 
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 





― 230 ― 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

前

事

�
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前事業年度 

(自 �
至 � 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度 
(自 �
至 �

 (4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

 (4A � 蹴ｻﾉ券ｯｬｶ綜位ﾘｼh醜
資産の見込額に
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)  

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 (式蛾3x度 
(自 平成16年４鯨１日 
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追加情報 

 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(平成14年８月９日 企業会計

審議会)及び企業会計基準適用指針

第６号「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(平成15年10月31

日 企業会計基準委員会)が平成16

年３月31日に終了する事業年度に係

る財務諸表から適用できることにな

ったことに伴い、前事業年度から同

会計基準及び同適用指針を適用して

おります。 

――――― 

 

 ら同
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前事業年度末 

(平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度末 
(平成18年３月31日) 



















― 252 ― 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

乙の甲種第一回、丁種第一
回、丁種第二回優先株式各１
株につき、それぞれ甲の第一
回第三種、第一回第四種、第
一回第五種優先株式各１株を
割当交付します。 
乙の第一回戊種、第一回庚
種、第
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前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

株式会社東京三菱銀行 株式会社ＵＦＪ銀行 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(9) その他重要な事項 

 本契約は、合併期日まh簀�
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なお、前事業年度の株式会社ＵＦＪ銀行における「資本金等明細表」は以下のとおりです。 

 

【資本金等明細表】 

 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成18年３月31日現在)の主な資産及び負債の内容は、次のとおりであります。 

 

① 資産の部 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月橢H益�ﾓ� 
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